重　要　事　項　説　明　書
１．居宅介護支援を提供する法人について
　法人名　　　社会福祉法人　いずみ会

　代表者氏名　　　理 事 長 　　花 岡　 農 夫
　  所在地    　秋田県秋田市泉菅野二丁目１７番１１号
２．ご利用者への居宅介護支援提供を担当する事業所について
　　事業所の名称　　リンデンバウムいずみケアプランセンター

　　所在地　　秋田県秋田市泉菅野二丁目１７番１１号

　　電話番号　　０１８－８９６－５８５０

　　管理者氏名　　湊　 由 美 子
　　事業実施地域　　秋　田　市（河辺、雄和地区を除く）
　      　　　　　　　　　  
３．事業の目的及び運営方針について
事業の目的　　　  この事業は、介護保険法関係法令の定めるところにより、可能な限り居宅において、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、要介護状態にある高齢者等（以下「利用者」という。）に対し、常に適切な指定居宅介護支援を提供することを目的とします。
　　　    運営方針　　　  １ 事業所の介護支援専門員は、利用者の心身の状況、その置かれている環境に応じて、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるように努めます。
              　          ２ 事業の提供にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、公正中立に行うものとします。

３ 事業の運営にあたっては、関係市町村、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、医療機関、介護保険施設等との連携に努めます。
４．事業所の営業日　　営業時間、及び緊急時対応について
	営業日
	月曜日　～　土曜日（ ※年末年始を除く）

	営業時間
	午前８時３０分  ～  午後５時まで

	緊急時連絡先
	０１８－８９６－５８５０ 
（営業時間以外は０９０－２０３２－９２８５で２４時間対応いたします）


５．事業所の職員体制について
	職　　　種
	常　勤
	資　 　格
	業務内容

	管　理　者
	１名
	主任介護支援専門員

介護福祉士
	運営管理等
介護支援業務

	介護支援専門員
	５名
	介護福祉士２
看護師１
鍼灸師１
社会福祉士１
	介護支援業務


　取り扱う担当件数については、介護支援専門員１名あたり４５件未満とします。

（指定介護予防支援事業者から介護予防･日常生活支援総合事業の委託を受けています）
６．居宅介護支援の提供方法について
（１）状態の把握
利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族に面接して情報を収集し、抱えている問題点や解決すべき課題を把握します。
（２）サービスの選定と計画原案の作成
サービス事業者等に関する情報を複数提供し、事業者を選んでいただき、利用者の希望や心身の状態をよく考慮して、居宅サービス計画の原案を作成します。
（３）サービス担当者との連絡調整「担当者会議」
介護支援専門員は、利用者及び家族とサービス担当者が集まる「担当者会議」を開催（または担当者に対し照会）し、在宅生活の課題やサービス計画の原案について話し合いを行います。
（４）居宅サービス計画の説明と同意

介護サービスの目標と達成時期、サービスの種類、内容、利用料等について、説明し、文書により同意を得て、居宅サービス計画書を利用者及びサービス担当者に交付します。
（５）計画実施状況の把握「モニタリング」
毎月１回は居宅を訪問し、利用者及び家族と面接し、経過の把握に努めます。また、居宅サービス計画に沿ってサービスが提供されるようサービス担当者等との連絡調整を行います。
（６）居宅サービス計画の変更
利用者の状態について、定期的、または必要に応じて再評価を行い、状態の変化等に応じて居宅サービス計画の変更、要介護認定区分の変更申請、関連事業者への連絡等必要な対応をします。
７．介護支援専門員の任命等について

（１）事業者は、介護支援専門員を利用者への計画作成担当者として任命し、その選定又は交代を行った場合は、利用者及び家族にその氏名を通知します。

（２）事業者は、より適切な居宅介護支援を行うために、介護支援専門員を積極的に研修会に参加させ、資質の向上に努めます。

（３）介護支援専門員は、専門職として、常に利用者の立場に立ち、誠意をもってその職務を遂行します。

８．利用料金について
（１）居宅介護支援費（ケアプラン作成料）は、介護保険から全額給付されるため、自己負担はありません。
（２）退院前にケアマネジメント業務を行い退院できなかった場合にも、居宅介護支援費を算定します。

（３）介護保険料滞納等により、介護保険から当事業所に支払いのない場合は、介護保険で定められた下表の金額をいただきます。この場合、サービス提供証明書を発行いたしますので、後日市町村窓口に提出しますと全額払い戻しを受けられます。
（４）当事業所は「特定事業所加算Ⅱ」の基準を満たし、その届出をしています。

　　よって、居宅介護支援費は以下のとおりとなります。
【居宅介護支援費】　（１ヶ月あたり）
	区　　分
	１人あたりの取扱い件数４５件未満
	特定事業所加算Ⅱ

	要介護　１・２
	１０，８６０円
	４，２１０円

	要介護３・４・５
	１４，１１０円
	４，２１０円


１）常勤専従の主任介護支援専門員を管理者として配置し、常勤専従の介護支援専門員を３名以上配置しています。
２）利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催しています。

３）２４時間体制を確保し、かつ必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保しています。

４）介護支援専門員に対し、計画的に事例検討会や研修を実施しています。
５）地域包括支援センターから支援困難な事例を紹介された場合には、他支援機関と協力し、居宅介護支援を提供しています。

６）居宅介護支援費に係る運営基準減算又は特定事業所減算の適用を受けていません。
７）介護支援専門員実務研修において実習受入事業所になっていますので、実習者の訪問等のご協力を求めることがあります。
８）他法人が運営する居宅介護支援事業所等と共同の事例検討会・研究会等を実施しています。
９）必要に応じて、多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサービスが包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成しています。

（５）他にも、次のような加算が設けられています。（自己負担はありません）

①初回加算　　　　新規に居宅サービス計画を作成する場合など
②医療連携加算　　病院又は診療所への入院の際に、その職員に対して、利用者の心身の状況や生活環境等必要な情報を提供した場合

　（入院の際には、病院職員に担当の介護支援専門員氏名を伝えていただきます）
③退院・退所加算　病院又は施設からの退院・退所にあたり、その職員と面談し
利用者に関する必要な情報を得た上で居宅サービス計画を作成し、サービス調整を行った場合

④緊急時等居宅カンファレンス加算　

病院又は診療所の求めにより、その職員と利用者の居宅を訪
問し、カンファレンスを行い、必要に応じてサービス調整を
行った場合

⑤通院時情報連携加算

受診時に同席させていただき、医師等に利用者の心身の状況
など必要な情報提供を行い、必要な情報を受けた場合
⑥ターミナルケアマネジメント加算
　　　　　　　　　　自宅で最期を迎えたいと考えている利用者の意向を尊重し、主治医やサービス事業者と連携をして、厚生労働省「人生の最終段階における医療ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取り組みを行った場合

９．事故発生時の対応について
（１）事業者は、サービスの提供にともなって、事故が発生した場合には、速やかに市町村、利用者や家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、事故の原因を解明し、再発生を防ぐために対策を講じます。　
（２）事業者は、サービス提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合には、その損害賠償を速やかに行います。
１０．秘密保持・個人情報の利用について
（１）事業者及びその職員は、正当な理由がない限り、利用者に対するサービスの提供に当たって知り得た利用者及び家族に関する秘密を漏らしません。
（２）事業者は、事業者の職員が退職後、在職中に知り得た利用者及び家族に関する秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じます。

（３）事業者は、利用者及び家族に関する個人情報を用いる場合、利用者及び家族の同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、個人情報を用いません。
１１．ハラスメントの防止について
（１）事業者は、職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを目指します。
（２）事業者は、職員に対してハラスメント等の行為が確認された場合、改善に対する必要な措置や利用契約の解約等の措置を講じます。
１２．虐待防止の対応について
（１）事業者は、利用者の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するための対策を検討する専任担当者を配置し、委員会を定期的に開催して職員に周知を徹底します。
（２）事業者は、虐待防止のための指針の整備、定期的な研修の実施を行います。
（３）事業者は、サービス提供中に当該事業所従業者又は養護者による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報いたします。
１３．感染症の予防及びまん延防止について
（１）事業者は、感染予防及びまん延の防止のための対策を検討する専任担当者を配置し、委員会を定期的に開催して職員に周知を徹底します。
（２）事業者は、感染予防及びまん延の防止のための指針の整備と定期的な研修及び訓練の実施を行います。
１４.
業務継続計画について
（１）事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画書を策定し、当該計画に従い必要な措置を講じます。
（２）事業者は、当該計画について周知するとともに、研修及び訓練を定期的に実施し、必要に応じて当該計画の見直し、変更を行います。
１５．相談・苦情等の窓口について
　○　サービス内容に関する相談や苦情については、次の窓口にご連絡ください。
	リンデンバウムいずみ
ケアプランセンター
	電話番号　　０１８－８９６－５８５０

ＦＡＸ番号　０１８－８９６－５８５１

担当者（管理者）　　湊　由美子


○　第三者委員

	遠藤　欽一
	泉地区社会福祉協議会副会長

秋田市泉中央四丁目23-8　　　　電話番号 824-1366

	関　満夫
	泉地区民生児童委員協議会会長
秋田市泉中央四丁目22-26　　　電話番号 863-7452

	斎藤　法生
	外旭川地区民生児童委員協議会会長
秋田市外旭川八幡田一丁目7-16　 電話番号 845-2882


○　公的機関においても、次の窓口において苦情の申し出等ができます。
	 秋田市役所 介護保険課
	  秋田市山王一丁目１番１号
  電話番号　　０１８－８８８－５６７４

	 秋田県国民健康保険
 　 団体連合会
	  秋田市山王四丁目２番３号
  電話番号　　０１８－８８３－１５５０

	 秋田県社会福祉協議会
 （運営適正化委員会）
	  秋田市旭北栄町１番５号
  電話番号　　０１８－８６４－２７２６


【 説明確認欄 】
  令和　　年　　月　　日
私は、居宅介護支援の開始にあたり、本書面に基づいて重要事項の説明を行いました。

　事業者名　　所在地　　秋田市泉菅野二丁目１７番１１号
　　　　　　　名　称　　リンデンバウムいずみケアプランセンター

　　　　　　　管理者　　湊　 由 美 子
　　　　　　　説明者　　職　名　　介護支援専門員
　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　

私は、本書面により、重要事項の説明を受け、居宅介護支援の提供を受けることについて、同意しました。
利　用　者　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　
署名代行者　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　（利用者との関係　　　　　　　　）
